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大学間題を考える  
大学数貞の任期制について  
宇田川  博  
Ⅰ 中教審・臨教審・大学審  
早大元結長・村井資長は近著『早稲田の杜は生きている』のなかで，日本の  
大学の改革を考えるた吟には，・現在の設置形態を抜本的に洗い直し，国公立大  
学・私立大学ともに新しい学校法人に・よるものへと変える必要があるという，  
かつての主張を再録している。いわゆる大学教育の第三セクター化であるが，  
筆者は今，その主張の是非を問おうとしているのではない。興味を惹くのはむ  
しろ，村井が第三セクター化の論拠の一つとして，「教育改革の基本的施策」  
と題された昭和四十六年六月の中教審答申を援用していることである。   
「それは，『第三章，第二の高等教育改革の基本構想』の＜9，国・公立   
大学の設置形態＞に関する項で指摘されている。そこでは，国公立大学では，   
設置者が行政機関である国または地方公共団体であるため，管理権上に問題   
が生じやすい現行の大学の管理組織の抜本的な改善策の樹立を提案している。   
要するにゝ 先に上げた今後の大学設置，第三セクター方式も，中教審四六   
答申にも大学設置者として，行政機関である国または地方公共団体は不適当   
であることを示唆している点は共通した構想である。」（1）  
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以上は，村井が私立大学連盟会長を務めた頃（昭和五十三年九月以降）の論  
文からの引用であるが，こうした大学の設置形態見直し論が，臨教審最終答申  
（昭和六十二年八月七日）に直接的な影響を与えたことを忘れてはならない。  
すなわち，  
第二章 改革のための具体的方策  
第二節 高等教育の多様化と改革  
8 大学の設置形態  
においてである。   
「将来に向かって，国・公立大学の設置形態そのものについても抜本的な   
検討を加え，あるべき大学の在り方，それにかかわる国の関与の仕組みを創   
造することが望まれる。囲および大学関係者がこの課題に積極的に取り組む   
ことを要請する。」   
大学の設置形態見直しに関して一は，第二次答申（昭和六十一年四月二十三  
日）のほうがもっと詳細な，踏み込んだ主張を展開している。すなわち，   
「ことに国・公立大学については（……）各大学の自主・自律体制の確立，   
教育・研究の特質に応じた柔軟・活発な運営が求められ，そのため現行の行   
財政的諸規制の大幅な緩和，弾力化が必要である。さらに将来に向かって   
（以下，前文と同文，数行略）   
現行の特殊法人の在り方は，それ自体としては『大学』に必ずしも適しな   
いといわなければならないが，国立大学の特殊法人化の提案は，大学の自   
主・自律性を確立する上で有効な示唆を与えるものである。’新たな特殊法人   
として大学にふさわしい形態を模索することは不可能ではなく，政府および   
大学関係者が，国民の付託に直接こたえ得るこの意味の新たな設置形態の創   
造のため，中長期的にさらに積極的な調査研究を進め，深めることを強く要   
請する。」（引用文の傍点強調はすべて引用者による。以下同様）  
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周知のとおり，国立大学の民営化論には多くの異論もある。昨年，山口大学  
学長の広中平祐は，「国立大の民営化検討は暴論」と題する意見を朝日新聞に  
投稿しているが（97年10月28日），主張の要点は次の二つである。  
（1）東大，京大で民営化を進めるとすれば，民間からの資金を募金・運営   
（財テク）するのに多大なノウハウが要求される。  
（2）さらに地方の国立大学に民営化を波及させるとすれば，（たとえば山口  
大学の場合）大学のスケールを極端に縮小するか，他県の大都市に進出せ  
ざるをえないといった問題が生じる。その結果，大都市集中化がさらに促  
進され，「地方の時代」は消滅してしまう。   
国立大学の民営化と，本論考の主題である任期制とは直接のつながりはなさ  
そうに思われるが，民営化の夕」ゲットがもっぱら人文社会学系に向けられて  
いる点で，両者は少なからず結び付いている。つまり国立大学の民営化に関し  
ては，これからの学問として緊急な重要性を持つ理工系の学問は国費で（従来  
どおり国立のままで）保護育成するべきであり，そうした緊急性を持たない人  
文社会系の学問・学部だけを民営化に移行させるべき，というのがその基本コ  
ンセプトなのであり，他方，任期制に関しても，発想そのものが理工学系であ  
ることが容易に指摘できるだろう（後述）。国立大学の民営化も任期制も，理  
工系重視の国策という背景を共有しているのである。   
筆者が国立大学の民営化から本論を起こし始めたのは，わが国の大学政策の  
骨子が，中教審，臨教審の答申に主導され，それらを色濃く反映していること  
を強調したかちたからである。先に臨教審最終答申における国立大学の民営化  
の項目を引用したが， 今度は任期制に関する項目を引用してみよう。すなわち  
第二章 改革のための具体的方策  
第二節 高等教育の多様化と改革  
7 大学の組織と運営  
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（2）教員と職員   
と題された項目である。   
ア 教員に広く人材を求め，社会人，外国人の任用を拡大し得るよう適格条  
件の弾力化の措置を進める。   
イ 人事の閉鎖性を排除し，その流動性を促すべく，教員の任期制を導入し   
得る道を開く。その際，処遇，研究条件等について検討する。   
り 研究者養成，後継者育成の在り方について積極的な施策を進め，助手の  
職務内容，処遇，職名等について検討する。   
以卜が任期制に直接関連する項臼であるが，直後に次の事項が掲げられてい  
ることも注目しなければならない。   
エ 大学自身が教員の教育研究上の業績評価に積極的に取り組み，また教員  
相互に自己努力を重ねることが望まれる。   
オ 教育・研究の活性化のため，事務組織の再編成，機能の改善，職員の体   
系的，専門的な研修を充実してその資質の向上を図る。   
つまり任期制と自己評価とはワンセットとして人学教員の課題とされている  
のであり，職員も含めた「大学の組織と運営」改変のキーワードが「流動化」  
と「活性化」であることは，臨教審の時代から明文化されていたのである。今  
日の「大学改革」が，まぎれもなくこの方向に進んできたことは言うまでもな  
いことであろう。任期制とは，あたかも晴天の霹魔のように大学に降りかかっ  
てきた施策ではないのである。   
さて，臨教審最終答申（昭和62年8月7日）以降の大学間題審議の流れを概  
観しておこう。中曽根首相直属の諮問機閲であった臨教審の後を継いだのは，  
文部大臣の諮問機関である大学審議会（以下，大学審）である。  
・1987（昭和62）年10月29日   
大学審，文部大臣より「大学等における教育研究の高度化 個性化および  
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活性化等のための具体的方策について」の諮問を受け，「平成5年度以降の高  
等教育の整備の在り方を内容とする新たな高等教育計画の策定」について調査  
審議を開始する。   
・1988（昭和63）年12月  
「大学院制度の弾力化について」の答申を発表。   
・1989（平成元）年10月  
高等教育計画部会を設置。  
・1991（平成3）年2月   
「大学教育の改善について」「学位制度の見直し及び大学院の評価につい   
て」「短期大学教育の改善について」「高等専門学校育の改善について」の答   
申を行う。  
・1991年5月17日   
「平成5年度以降の高等教育の計画的整備について」の答申を発表。   
話を本来の主題に戻して，この1991年5月答申から，任期制に関する項目を  
引用してみよう。   
「（教員人事については，優秀な人材を広く社会に求める観点から，社会   
人等を積極的に任用することが期待される。この場合，専任教員としての任   
用のほか，特に大学院においてほ，兼任教員としての活用も積極的に行うこ   
とが望まれる。また，）教員人事の流動性を高めるため，選択的任期制や契   
約任用制を導入することについて，その処遇や研究条件等の在り方を含め，   
検討する必要がある。」   
筆者が括弧でくくった箇所を除けば，任期制に関する記載はわずか数行であ  
ることがわかる。またこの文言を，先に引用した臨教審の文言   
「人事の閉鎖性を排除し，その流動性を促すべく，教員の任期制を導入し   
得る道を開く。その際，処遇，研究条件等について検討する。」  
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と比較しても，内容的に差異はない。むしろ「選択的任期制」∵とはっきり謳っ  
ている点に，なんらかの慎重さが感じられるほどである。   
実際，任期制が大学審で集中的に議論されるようになるには，1991（平成  
3）年10月の「組織運営部会」発足を待たなければならない。この部会は，  
「現在，各大学では，教育研究の改善充実に取り組んでいるが，大学が学問の  
進展や社会経済の変化に対応しつつ，自己改革を進めていくためには，大学の  
組織運営の活性化を図ることが不可欠」であることを発足の趣旨としており，  
その課題とするところは次の五つである。  
（D教員人事の活性化   
②教貞組織等の在り方   
③大学評価の在り方   
④大学と社会の連携・協力等の在り方   
⑤大学運営の在り方   
ちなみに大学審に設置された部会は，設置の古い順に，大学院部会（88年3  
月～），大学数育部会（88年9月－）の二つがあったが，これに組織運営部会  
が加わり，三部会構成となった（なおそのあと，96年12月に「マルチメディア  
教育部会」が設置される。また専門委員会として，89年11月発足の「大学入試  
に関する専門委貞会」があり，さらに95年5月，大学教育部会のもとに「高等  
教育将来構想専門委貞会」が設置され，現在では部会に昇格している。した  
がって，現在の大学審の組織図は次頁のとおり）。  
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話を組織運営部会に戻すが，この部会に与えられた五つの課題のうち，①か  
ら④までは「教員採用の改善について」の答申（94年6月28日付け）にまとめ  
られ，⑤については「大学運営の円滑化について」の答申（95年9月18日付  
け）としてまとめられたと考えることができる（なお後者については，その審  
議の概要が94年6月と95年6月に，答申以前に総会で発表されている）。   
これら二つの答申の内容は任期制と直接の関係はないが，組織運営部会の性  
格を知る上では興味深いものがある。前者の答申の目次を掲げてみよう（説明  
が必要と思われる場合だけ，筆者が括弧を付けて補足してある）。  
Ⅰ 教員の人事の活性化の必要性について  
Ⅱ 教員採用についての改善方策  
1 教員の流動性   
（1）多様な経歴・経験等への配慮（多様な発想や知見の交流，自由競  
争による教育研究の活性化。女性教員の採用）   
（2）社会人の採用   
2 公募制の活用  
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3 選考基準（教育能力のより積極的な評価）  
4 選考方法（全学的な選考，あるいは学外の専門家による評価などの   
活用）  
5 教員の資質の向上（教育の重要性の認識と，自己点検・評価等）  
6 外国人の採用   
92  
他校出身者，女性，社会人，外国人等の積極的採用による「活性化」と「流  
動化」というコンセプトは一貫しているが，同時に，教員評価の基準を研究重  
視から教育重視へと移行させている点も注目される。   
次に「大学運営の円滑化について」の答申の目次を掲げておこう・（筆者のコ  
メントはあとでまとめて掲げる）。  
Ⅰ 検討の視点  
Ⅱ 大学をめぐる諸情勢の変化と大学運営   
1 大学をめぐる諸情勢の変化   
2 大学の特質を踏まえた大学運営の在り方  
Ⅲ 現在の大学における意思決定・実行のプロセスの課題   
（1）大学像，将来構想   
（2）教育研究計画   
（3）教育研究組織の改編   
（4）対外関係   
（5）教員人事   
（6）予算配分  
Ⅳ 大学運営の円滑化のための改善方策   
1 大学の円滑な意思決定と実行   
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（1）学長   
（i）学長の役割   
（ii）学長のリーダーシップ発揮のための諸条件（以下，小項目略）  
（2）評議会等の全学的機関  
（3）学部長及び研究科長  
（i）学部長・研究科長の役割   
（ii）学部長・研究科長のリーダーシップ発揮のための諸条件  
（4）教授会   
① 運営の円滑化・決定手順の明確化  
（∋ 学部長との関係  
（5）事務組織  
2 開かれた運営  
（1）学外とのコミュニケーション  
（2）学生の意見の反映  
3 学校法人における理事会等と教学組織との連携  
93  
Ⅰの「検討の視点」で指摘されているのは，大学設置基準の大綱化に伴う，  
各大学の「自主性」と「自己責任」の原理の強調である。この限りでは，「大  
学運営の円滑化」も大学の自主性に委ねられているかのように思われるが，Ⅱ，  
Ⅲの視点は明瞭な大学批判を含んでいる。すなわち，大学の従来の意思決定の  
システムは，現在求められている「学際性」「生涯学習への取組」「企業等との  
研究協力」などを考慮するとき，’ぁまりにも閉鎖的だというのである。次の一  
文がそれをよく示していよう。   
「以上のような特質を持つ大学の組織や運営の在り方について，現状では，   
閉鎖的・硬直的である，意思決定や責任の主体が明らかでない，伝統的な大  
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学の自治に閉じこもりがちである，変化への対応が遅い，などの批判が寄せ   
られている。（……）大学が社会から寄せられている期待に適切にこたえて   
いくためには，各大学において大学という組織の特質を踏まえつつ，一層積   
極的な取組を行う必要がある。」   
この指摘から見ても，Ⅳ「大学運営の円滑化のための改善方策」の内容は想  
像に難くない。全学的な意思決定の迅速化を図るため，全学レベルでは学長の，  
学部・研究所レベルでは学部長・研究所長のリーダーシップの強化が求められ，  
一方，（学部）教授会こそがあたかも大学の閉鎖性と，意思決定の緩慢性・不  
明確性の権化であるかのように，批判の対象とされているのである。   
しかも教授会について，「今後は，個々の教員が教育研究に専念できるよう，  
審議事項の精選，審議時間の短縮，審議運営の円滑化・決定手続の明確化など  
に一層の改善を図ることが求められる」と書かれていることも注目される。  
「具体的な事務執行は事務組織にゆだね，教員が教育研究に一層専念できる環  
境を作ることなども重要である」という指摘とあいまって，かたや迅速な意思  
決定に関わる学長・学部長・研究所長と，かたや教育研究に専念する教貞との  
「棲み分け」を主張しているかのようなのである。   
先に「組織運営部会の性格」と言ったのは以上のようなわけである。つまり  
組織運営部会というところは大学審のなかでも，大学自治や意思決定機関とし  
ての教授会に対する否定的見解と露骨な干渉，産官学の連携の推進，といった  
大学間題の争点の中心を扱う，多分に「なまぐさい」部会なのである。あるい  
は，そもそも「活性化」「流動化」「意思決定の円滑化（迅速化）」といった概  
念が，産業界主導の，産業界的発想による，産業界向けの概念であることを考  
えるならば，組織運営部会こそ最も産業界色を濃厚に示す部会であるとも言え  
よう（も．っとも大学審全体が，産業界の論理による大学改革の推進を目指して  
いることは言うまでもないことである）。「任期制」が，まさにこの組織運営部  
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会によって審議されたということ，そして「任期制」カゞ「教員採用の改善（す  
なわち活性化）」や「大学運営の円滑化」とワンセットになって答申されたと  
いうことに，まずもって充分に注目すべきであろう。  
Ⅱ 組織運営部会の提言（中間報告）とジャーナリズムの反応  
さて，組織運営部会は96年10月29日，「大学数貞の任期制について一大学  
における教育研究の活性化のために－」の答申を発表した。その目次は以下  
のとおりである。  
1 大学における教育研究の活性化と教貞の流動性  
（1）大学における教育研究の活性化  
（2）教員の流動性を高める取組の現状   
① 採用の改善  
ア 学外の専門家の積極的登用  
イ 公募制の活用   
（む 弾力的な教育研究組織・体制の工夫  
ア 大講座化の進展  
イ 客員ポスト等の整備  
り 弾力的な組織の編成   
③ 期間を限って教育研究に携わる考の増加  
ア ポスト・ドクトラル・フェローシップの整備  
イ 期間を区切った教育研究の実施  
2 大学数貞の任期制  
（1）教員の流動性向上と任期制導入の意義   
（D 教員の流動性向上による教育研究の活性化  
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（D 多様な経験を通じた若手教員の育成  
（2）基本的方向 
① 選択的任期制   
② 法的整備等の考え方  
（3）任期制の具体的な在り方   
ア 任期制の対象数貞   
イ 任期制を導入する単位，導入の方法   
ウ 導入を決定する機関   
工 任期の期間   
オ 再任の取扱等  
（4）教員の業績評価の在り方  
3 関連施策の推進  
（1）教育研究施設の整備充実  
（2）教員採用に関する情報提供の充実等  
（3）若手教員の発想を生かした教育研究の推進  
（4）教員の処遇の改善  
（5）産官学の交流の促進   
しかし，任期制に関する議論が沸騰し始めるのはそれより先，95年9月18日  
の大学審総会で，組織運営部会の提言（中間報告）「大学審組織運営部会にお  
ける審議の概要『大学数貞の任期制について』」が発表されてからである。そ  
の主要部の概要を次に示してみよう。  
1 任期制導入の意義  
（1）人事の流動化による教育研究の活性化   
①大学数貞の人事については，「大学によっては自校出身者の比率が高く，  
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他の大学や研究機関等との人事交流が乏しいなど，閉鎖的になりがちであるこ  
と」，②また「いったん教員に採用された後は，業績評価が行われず，年功序  
列的な人事が行われ，教育研究が停滞すること」などが指摘され，さらに，  
③「今日，学問分野は，専門化，先端化するとともに，総合化 学際化するな  
ど，新しい展開を見せている一方，社会経済の構造変化や生涯学習ニーズの高  
まりなどの急速な変化も見られる」。このような状況にいっそう迅速に対処す  
るために，任期制の導入が求められるとする。  
（2）多様な経験を通じた若手教育・研究者の育成   
任期制の導入により，一定期間ある教育研究に従事した上で，その後多様な  
経験をすることは，若手教育・研究者のキャリア形成にとって大きな意味を持  
ちうるとする。  
2 基本的方向   
日本の社会全体の流動化が進んでいないこと，各大学や学問分野ごとに実情  
が異なることなどから，大学数貞に任期制を導入するに際しては，各大学の判  
断により任期制を導入しうることとし（選択的任期制），また所要の法制上の  
措置を行うことを必要とする。  
3 任期制の具体的な在り方  
（1）任期制の運用   
① 任期制の対象数貞については，教授を含めすべての教員を対象としうる。  
なお，若手教育・研究者の育成の観点からも，助手への任期制の導入は  
きわめて重要である。   
② 任期満了者の再任については，各大学の判断によるが，他大学や研究機  
関，企業等との交流をできるだけ促す方向で制度を運用することが望まし  
い。   
③ 任期制の期間については各大学において定める。  
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（2）任期制の導入方法等   
① 任期制を導入する単位については各大学の判断に委ねる。また任期制の   
導入方法としては，特定の学部等の教員一般に対して任期を定める方法や，   
特定の講座・研究プロジェクトの担当教員を学外から招く方法などが考え  
られるが，これについても各大学の判断に委ねる。   
② 導入の決定は，国公立大学の場合は評議会の議に基づき学長が，私立大   
学の場合は学校法人と教員との労働協約に関わるものであることから，最  
終的には理事会が下す。  
（3）任期制における評価・審査システム   
① 再任するか否かの審査を行う機関については，さらに検討する。審査に   
当っては，学内の教員からなる委員会を設けるとともに，外部の専門家に  
よる評価を参考にすることが望ましい。   
② 再任するか否かの審査に当っては，各大学において審査基準を設け，研   
究業績とともに教育業績も評価の対象とすることが望ましい。  
（4）任期制の導入に伴う措置   
任期制を導入する大学における教育研究条件の整備について積極的に支援す  
ること等の措置について，検討する必要がある。   
先に書いたように，9月18日にこの中間報告が発表されると同時に，ジャー  
ナリズムは一斉に反応した。四紙の見出しを掲げてみよう（いずれも9月19日  
の朝刊）。  
・「朝日」   
大学数貞の任期制提言 再任に業績評価も 大学審の中間報告 「導入，大  
学が判断」   
解説欄 大学数貞の任期制提言 改革の流れに拍車 具体的道筋，まだ不透  
明  
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・「読売」   
大学教員に任期制 審議会部会が中間報告  
・「毎日」   
大学数貞に任期制 再任判断，業績見て 学生の授業評価も考慮 人事活性  
化図る 大学審部会提言   
解説欄 大学数貞の任期制導入 人事の閉鎖性破る反面「学問の自由」に問  
題   
・「日経」   
大学数貞に任期制を 教授含めすべての磯 村象 再任，各校で審査基準   
解説欄 人事流動化に向け一歩 大学に序列強まる恐れ   
各紙とも明瞭な主張を掲げてはいず，いわば両論並記である。「朝日」の解  
説欄（山上浩二郎，署名）が問題点として指摘するのは，  
（1）中間報告という性格上やむをえないが，任期制の根幹部分で不透明な部  
分が残っている。  
（2）任期の期間の設置次第では，長期的な研究がしわよせを受け，教貞全体  
が萎縮することもありうる。  
（3）大学によって任期設定に差が出ると，人事の流動性が高まる効果がある  
のか疑問。  
（4）教育・研究の業績で再任を判断する場合，恋意性を排除する手だてが必  
要。  
（5）任期満了彼の退職金や，移るべき他大学や研究機関の「受け皿」の保障  
を，大学をはじめ社会全体で考えるべき。  
（6）任期制の狙いを考えると，高度技術を研究する機関を抱える経済界，研   
究成果を政策に移す官界も巻き込んで研究者の人事交流を図ることも不可  
欠。  
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このうち，（4×5×6）は任期制の導入を前提とした指摘であるから，「朝日」の  
論調は任期制に対して明瞭に批判的であるとは言えない。   
「任期制の狙いを考えるとき，高度技術を研究する機関を抱える経済界，研   
究成果を政策に移す官界を巻き込んで研究者の人事交流を図ることも不可欠   
だ。情報化，技術革新が進む社会の中では，大学に限定した交流は意義が薄   
れてくる。理念だけで終わることなく実効性をもたせるためにも，法制度を   
含め具体的に踏み込んだ検討を求めたい」  
という結論も，任期制導入を是とした上での具体的な推進策というニュアンス  
が濃い。ちなみに「朝日」は学会，経済界から三人のコメントを掲載している  
が，これも賛成2，反対1の割合である（以下の括弧内は主意）。  
・加藤 寛・千葉商科大学長「任期制は，ぜひ採り入れるべき。今は，いっ  
たん教授になれば身分が保障されるため，のんびりしている人が多い。」  
・寺崎昌夫・立教大学教授「任期制の導入で大学改革を進めようという発想  
は危険。年金や社会保障など経済的な条件が整っていない。息の長い研究  
がなくなり，学問は消える。」  
・桜井 修・経済同友会幹事「画期的な提言。産業界は終身雇用性が崩れつ  
つあるが，大学の人事は硬直化している。」   
もう一つの例として「毎日」を挙げておくと，解説欄（社会部・城島徹，署  
名）が問題点として指摘するのは，  
（1）実現すれば確かに「人事の閉鎖性」は打ち破られるが，教員の身分保障  
や学問の自由とは，どう折り合いをつけるのか。「もろ刃の剣」の性格を  
持つことは否めない。  
（2）実現に当っては，文部省が人事院，労働省，国公私立大学の各団体など  
と綿密な調整，協議を重ねることが不可欠。  
（3）再任の基準，決定機関をどうするのか。大学当局が「気に入らない」教  
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貞を排除する口実になりかねないと懸念する声も聞かれる。  
（4）民間への流出，大学間格差の助長をどう防ぐか。   
「朝日」よりは慎重姿勢が窺えるが，やはり任期制そのものの趣旨に積極的  
に反対するトーンは感じられない。それどころか，翌日9月20日のコラム「任  
期制は早く機能させよ」では，きわめて積極的な任期制賛成論，かつ過激な大  
学批判が展開されている。つまり，「学問の自由」との兼ね合いで唱えられる  
慎重論は「ぬるま湯に浸かり続けたい大学数貞のためにする議論」と切り捨て  
られ，返す刀で，レジャーランド化した大学数育と，「国際水準からみれば恥  
ずかしいほど業績が少なく，かつ低レベル」な研究が斬られているのである。  
「そんな中で，教貞の任期制を採用するという改革案が大学の方から出てこな  
かった方が不思議といえる」とコラムは主張している。   
感情的かつ定型的な大学批判ではあるが，任期制導入を必然化する一つの背  
景を照らし出してくれてはいる。つまり，日本全体がシステム不良を起こし，  
地盤沈下してゆくなかで，かつての「ジャパン・アズ・ナンバーワン」の苛立  
ちが，従来不必要に優遇されてきた（と見なされる）階層に向けられていると  
いうことである。その代表例の一つが官僚であり，もう一つがアカデミズムで  
あろう。日本を支配してきた官僚に対するバッシングと，「ぬるま湯」批判に  
さらされている大学数貞に対するバッシングとは自ずから意味合いは違うにせ  
よ，任期制の導入が，国公立大学の民営化と同様，洞喝の刃として大学に突き  
つけられていることは明らかである。   
この間題は，最後に「日本型システムの問題と任期制」という観点から一括  
して論じることにする。ともかくジャーナリズムは，大学数貞への任期制導入  
に対し決して批判的な論を振りかざすことはしなかった。そのためでもあろう，  
10月23日の「朝日」朝刊のコラム「がっこう解体新書」（署名，編集委員・山  
岸駿介）では，「文部省は『新聞の社説は注文はつけていたが，基本的にはみ  
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な賛成だった』と，自信を深めている」との指摘が善かれている。ただし山岸  
は任期制に賛成するのではなく，「大学壊す『凶器』にも 教員任期制は再考  
を」という見出しからもわかるように，放送大学の事例を論拠とした明瞭な反  
対論を展開している。放送大学の事例とは，もともと任期5年で再任を妨げな  
い制度を設けている放送大学において，この制度が始動した年，いきなり教育  
系の教授が恋意的としか思えない理由で再任を拒否されたという「事件」であ  
る。「この手を使えば，次々と気に入らぬ教員を追い出し，学者生命を絶つこ  
とができる」と山岸は言う。「毎日」の慎重論にあった「再任の基準，決定機  
関をどうするのか。大学当局が『気に入らない』教員を排除する口実になりか  
ねないと懸念する声も聞かれる」という論拠の一具体例がこれなのである。   
これらの賛否両論を含め，ジャーナリズムはその後も継続的な反応を示した。  
たとえば95年11月19日付け「毎日」朝刊のコラム「日曜論争」は，任期制反対  
論者，立教大学教授・寺崎昌男と，賛成論者，神奈川大学工学部長・桜井邦朋  
の両論を並記している。まず寺崎の反対論の骨子は，以下のように要約できる。  
（1）今，多くの大学が自主的に改革に取り組んでおり，任期制を導入するこ  
とはそこに劇薬を施すようなものである。上からの介入は厳に慎むことが  
望ましい。  
（2）大学数貞の身分は各種法律で保障されており，任期制は人事院規則や労  
働基準法に抵触するにもかかわらず，トップダウン的に採用しようとして  
いくのは奇異。  
（3）米国のように教眉の市場が開かれているなら，再任されなかった教員が  
他大学に移れるだろうが，日本では行き場がなくなる。  
（4）日本は終身雇用制を前提とした賃金体系となっており，大学数貞だけに   
任期制を導入すれば，教員の不利が大きすぎる。退職金，年金にも問題が  
ある。  
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（5）考古学の発掘や古代文書の解読など十年単位の研究もあるのに，そうし  
た息の長い研究ができなくなる。  
（6）再任するか否かの評価・審査システムをどうするかが難題（例として前  
出の放送大学の事例）。   
結論的に寺崎は，今回の任期制提案が即大学の自治の侵害だとは思わないが，  
学問の自由が冒される危険はきわめて強く，本質的に危険な制度だと言う。ま  
た，任期制の背後に大学の効率化的再編という流れがあり，効率主義の論理そ  
のものを批判し，効率主義によって何が失われようとしているか見極めること  
が必要だと主張している。   
一方，任期制賛成論者・桜井の積極的論拠は，「日本の大学は，教員の研  
究・教育の業績を評価するシステムがないぬるま湯社会であり，任期制は必  
要」という点に尽き，それ以外は反対論の論拠を否定することに終始している。  
・長期的視野に立った研究ができにくくなるという批判に対して⇒「逃げ口   
上だ。例えば任期の間に目標のものができなくたって，これだけはできた，  
ということはある。これはだめだったと書くことだってできる。研究は積  
み上げであり，進歩のレポートだ。」  
・再任されない危険性について⇒「再任されないのはだめだからであり，仕   
方がないことなのだ。ちゃんとやっている人は任期制などこたえない。」  
・評価のシステムについて⇒「米国では，連携している他大学など，外部機   
関，外部の人がやっている。そういう『他己評価』でないといけない。自   
分たちでやってきたことを外に出し，評価してもらって，ここは改善すべ  
きだ，と言ってもらわないと，よくならない。」  
・大学の序列化，民間への流出の危険性について⇒「任期制を導入すると大   
学が序列化する，というが，序列は今だってある。民間の研究所に流れる   
ことはあるかもしれないが，それは仕方がない。熱心な人は条件のいいと  
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ころで仕事をしたいと思うものだ。」   
・年金等の問題について⇒「年金などは，経験を生かせるシステムにすべき  
だ。経済的な問題は，いくらでもやりようがあるのではないか。」   
桜井の論点には気になるところが二つある。第一は，「ぬるま湯」に浸かっ  
ている日本の大学が任期制によって「活性化」することが，アプリオリな自明  
性と見なされている点，第二は「流動化」に伴いうる弊害に関しては「仕方が  
ない」「なんとか対処できる」という論調で切り捨てている点である。これは  
とてもアカデミックな論争態度であるとは言えない。大学の序列化の危険性に  
しても，「それは仕方がない」といったレベルの問題ではなく，国が大学をほ  
じめすべての機関や企業に競争原理を当てはめ，序列化を押し進めようと画策  
しているなかで（たとえば後述の科学技術基本法），それを良しとするか否か  
の慎重な検討が大学の生命を賭して問われなければならない論点のはずである。  
にもかかわらず，大学人の自滅としか呼びようのない，論理と知性を放棄した  
多分に感情的な論議がそれなりの説得力を持ってしまうのが，任期制論議のみ  
ならず大学改革論議全般にわたる大きな問題点の一つであろう。   
先に引用した95年10月23日の「朝日」朝刊のコラム「がっこう解体新書」  
（署名，編集委員・山岸駿介）において，山岸は「一時代前なら，猛然と反対  
運動が起きたはずだが，何の動きもない。実現するはずがないと，高をくくっ  
ているのではないか」と疑問を呈している。私見からすれば，大学数貞が  
「（任期制が）実現するはずがないと，高をくくっている」とは考えられない  
が，任期制が導入されても自分だけは対処できる，との楽観論が無意識的に，  
かつ全般的にはびこっていると想定することはできよう。「再任されないのは  
だめだからであり，仕方がないことなのだ。ちゃんとやっている人は任期制な  
どこたえない」というような桜井の楽観論が暗黙のうちに認められてしまうの  
は一つにはそのためであるが，言うまでもなく，任期制の法制化問題は大学数  
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員の個人的問題ではなく「大学間題」であり，「社会問題」「国家間題」でさえ  
ある。任期制の適用を「十年一日の講義ノートを使用している」といった批判  
的エピソードに象徴される（一部の）教員に当てはめて安心感を誘うことは，  
実は「大学間題」を「自分と大学との問題」に壊小化することでしかない。し  
かしながら，知的吟味に耐えない桜井流の典型的な「精神論」が，結果的には  
優位を占めてしまったかのごとくなのである。  
Ⅲ 関連諸団体の反応  
当然のことながら，大学関係団体もまたそれぞれの見解を表明した。その一  
覧を挙げてみよう。  
11月6日  日本私立大学団体連合会の「意見」  
20日  全国公立短期大学協会の「意見」  
20日  日本私立短期大学協会の「意見」  
22日  大学基準協会の「意見」  
24日  国立大学協会の「意見」  
27日  公立大学協会「大学教員の任期制について」   
まず，国立大学協会と日本私立大学団体連合会を取り上げてみる。前者は95  
年11月24日に「『大学審組織運営部会における審議の概要一大学教貞の任期  
制について－』についての意見」を発表した。それは，概ね大学審の「審議  
の概要」に沿いつつ見解を述べたものであるが，とうてい積極的な反対論とは  
解釈できない文書である。いくつかの論点における譲歩の姿勢を見てみよう。  
・人事の流動化による教育研究の活性化について  
「任期制導入によって人事交流が促進され，教育研究を活性化する面が  
あることを否定するものではないが（…… ）」  
・「任期制の導入が組織政変を円滑化する点については，その意義を全く否  
105   
文化論集13号   106  
走するものではないが（…… ）」  
・、多様な経験を通じた若手教育・研究者の育成について  
「論旨に一般的には賛成であるが（……）」  
・任期制の対象数貞について  
「法令上すべての教貞を対象とすることには必ずしも反対ではないが   
（……）」   
以上の譲歩のあとで，注意点ないし要望として主張されているのは以下のこ  
とである。  
・任期を設けないことによって長期的な教育研究計画の策定が可能になる場   
合があること。  
・米国において任期なしの任用（tenure）が，マッカシーズム（ママ）が大学   
を脅かした時代にacademicfreedomを擁護するために広がったという歴   
史が教えるように，任期制の議論においてacademicfreedomを尊重する  
という視点が欠落しないようにすること。 
・再任を行わない任期制においては，その機関での教育の理念を顧慮せず，   
次の任用を念頭において業績の蓄積に励むような弊害が考えられること。  
・教育についての業績評価は，いまだにその方法が確立していない現状を考   
えると，任期制が教育の活性化にはプラスにならない危険性をはらんでい  
ること。  
・任期制の運用面では，教授については例外的な場合を除いては，任期なし   
が適当であること。  
次に，「審議の概要」に賛成を表明している箇所を引用してみよう。  
・基本的方向として   
「任期制の導入，および導入するとすればその具体的な内容を各大学の判   
断に委ねることに賛成である。」   
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・再任の取り扱いについて  
「再任を可とするか不可とするかは大学に任せることに賛成する。」  
・任期の期間について  
「学問分野や履歴等によって事情が異なることなどを考慮して任期制を   
導入するとすれば，各大学で定めることに賛成である。」  
・審査基準について  
「研究教育両面の業績を審査することに賛成である。」   
以上，国立大学協会の論点をすべてカバーしたわけではないが，「原則賛成，  
各論慎重」の姿勢は明らかである。唯一反対意見を述べているのは，教授への  
任期制の適用に対してであるが，それも「法令上」と「運用面」を分け，「法  
令上すべての教員を対象とすることには必ずしも反対ではない」と，理由を明  
確にしないまま曖昧に肯定していることも注目される。結局，再任の取り扱い  
や任期の期間等について各大学の判断に委ねられれば，それで一定の歯止めが  
かけられると希望的に解釈した上で，任期制のリスクよりはメリットを重視し  
たと解釈するほかはない。しかもそのメリットも，やはり大学の硬直性を任期  
制が打ち破れるとする紋切り型の観測でしかない。意見書最後の「総括」は，  
大学審への「理解」を示すことから始まっている。   
「任期制導入を原則的に否定している現状も過度の制度硬直化であって   
（この文意昧不明），大学審組織運営部会が任期制導入を審議するに至った   
ことは理解するものである。」   
以下，任期制が教育研究活性化の「手段」であって「目的」ではないこと，  
academicfreedomを確保すべきこと，諸外国から人材を確保するときに任期の  
存在が障害とならないよう留意すべきこと，が注意点として述べられたあとで，  
意見書は再び，若手研究者への任期制導入に賛意を表することで締めくくられ  
ている。  
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「若手の研究者を任期つきで任用することについては，実際上既に実施さ   
れている機関があることからも明らかなように，実態に応じて適切に導入さ   
れれば有意義な分野あるいは機関が存在する。その際，ポストの数の増加お   
よび処遇の措置が十分に実施されることにより，研究者への道が若者を惹き   
つける十分な魅力をもつようになることが何よりも重要であることを改めて   
強調したい。」   
一方，日本私立大学団体連合会も同様な「意見」を発表しているが（筆者が  
参照しているのはその「要旨」として発表されたもの），こちらの方が国大協  
よりは反村色が強い。「はじめに」で述べられていることも，「審議の概要」で  
は教員の任期制導入に伴うメリットを中心に強調しているが，部会における審  
議では導入に伴う様々な問題点が広範かつ専門的に審議されたはずであり，今  
後はその情報を公開する必要があるとの要望である。しかし，それに続く「私  
立大学の立場からの意見・考え方」（私大団体連のいわば基本的スタンス）で  
表明されているのは，やはり「原則賛成」としか解釈できない姿勢である。   
「教員の任期制導入に伴うメリットは指摘のとおりである。しかしながら，   
教育研究活動の活性化を実現するためには，教員の任期制導入のみならず   
種々の方法が考えられる。多様な活性化方策を模索し，それを提示しながら，   
それらのうちの一方策として大学数貞の任期制を提案するのが効果的である   
と考える。」   
「意見」は次に，さまざまな「必要性」「危倶」ないしは「懸念」を列挙し  
ている。以下はその要旨。  
（1）教授を含む全教貞を任期制の対象としていることの理由・背景を説明す  
る必要性。  
（2）「横断的な労働市場」など，／任期制導入を可能にする環境整備の必要  
性。   
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（3）終身雇用制が雇用慣行となっているなかで，大学数貞のみに任期制を導  
入すれば教員の身分保障に欠け，優秀な人材が志望しなくなる危倶。  
（4）教員の移動に伴い，学生に対する教育研究面の指導に支障が生じるなど，  
教育面での危倶。  
（5）長いスパンにわたる研究活動が阻害される危倶。  
（6）大学行政等の管理運営業務に参画する場合に，中長期的展望に基づく継  
続的な運営に支障を来す懸念。  
（7）1．審査を過大に意識した業績本位の教育研究活動に偏らない方法を検  
討する必要性。  
2．教育業績評価の方法を体系的・総合的に検討する必要性。  
（8）再任を認められなかった教員のその後の進路について，任期制のシステ  
ム全体の問題として検討する必要性。  
（9）大学の所在地によっては優れた教員の確保がいっそう困難になることの  
危倶と，教員組織の優劣による新たな大学間の序列化がもたらされること  
の危倶。   
㈹ 「法制上の措置」に関連する課題として，教員の給与や退職金等の処遇  
上の問題を考察する必要性。   
帥 「任期制の導入」と「教育研究条件の設備について積極的に支援する」  
ことを分けて考察することの必要性。   
私大団体連の主張は，私立大学に任期制が導入された場合，建学の精神に基  
づく特色ある教育の継承等に問題が生じることを危倶するなど，私立大学に固  
有の弊害を指摘している面もあるが，最初に述べたように「原則賛成」のトー  
ンは打ち消すことができない。案の定，11月27日の朝日新聞は，「大学数長の  
任期制導入 国大協・私大団体違 反村せず」との見出しを掲げた上で，「関  
係団体で最も影響力をもつ国大協と私大団体連が反対しない見解をまとめたこ  
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とで，任期制は導入の方向で具体的に動き出すとみられる」と観測を述べてい  
る。   
日本私立短期大学協会の「意見」は短いので，その全文をかかげておく。   
「このたび，貴審議会から公表されました『組織運営部会における審議の   
概要一大学教員の任期制について－』につき，下記の通り，日本私立短   
期大学協会の意見をまとめましたので，十分に御考慮に入れていただければ   
幸いです。   
大学の教員に任期制（各大学の判断に任せる選択的任期制）を導入すると   
の提案に賛成いたします。  
ただし，次の二点については格別の御配慮をお願いいたします。   
1．任期制導入について法制上所要の措置を講じること。  
2．任期制を導入しない場合でも，教育研究条件の支援が不利に扱われな  
いこと。  
以上」   
見られるとおり，ほぼ「全面降伏」の趣である。   
関係諸団体からあと二つ，公立大学協会と全国公立短期大学協会の意見書を  
掲げておくが，重複を避けるために新たなポイントだけをピックアップしてお  
くことにする。公立大学協会は，任期制の導入が教育研究の活性化および若手  
教育・研究者の育成にとって意義のあることを一定程度，理解できるとしつつ  
も，種々の問題点，疑問点があるとした上で，その第一として任期制が大学数  
貞を非常勤講師化するおそれがあることを指摘している。当然の危倶ではある  
が，これに対しては大学数員の側からさえ歓迎意見のあることを付記しておく。  
読売新聞11月18日のコラム「本音にタックル」において，多摩大学名誉学長の  
野田一夫はこう述べているのである。   
「任期制だけでは不十分で，無能な教授はいられなくなり，有能な教授が  
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ひっぱりだこになる『競争原理の導入』とすべきだ。例えば教員を全部，非   
常勤とするような大学も認める徹底した発想の転換が必要だ。毎年契約はあ   
る意味で任期制の極敦。任期制というのなら，そこまで打ち出さねば意味が   
ない。」   
まるで大学の予備校化を歓迎するかのような発言であるが，そのとおり，野  
田は予備校をほとんど礼賛しているのである。  
「予備校は文部省から見れば教育棟関じゃないが実質は立派な教育をして   
いる。予備校で初めて国語や歴史の面白さが分かったという学生がいる。毎   
年の契約で講師にプロとしての自覚と情熱，技能があるからだ。そしてその   
技能と情熱がサラリーに反映され，やる気につながっている。」   
予備校の実態が理解できているとはとうてい思えない粗雑な論である。筆者  
とても予備校事情に明るいわけではないが，現役の予備校講師（大学の非常勤  
講師でもある）樋口裕一が描く次のような状況を野田はどう判断するのだろう  
か。（2）  
・雇用形態について  
授業が評価されなくなれば，ただちに解雇される。ほとんどの予備校に   
組合は存在しない。「いつまでも，今のまま働けるのか保証はない。人気   
がなくなったら今の地位が危ない。病気をして数週休校しただけでも，将   
来を心配しなければならない。」  
・生活保証について  
予備枚の場合，翌年度の時間割の通知が来るのは，四月の授業開始のほ  
んの二週間ほど前にすぎず，生活のメドが直前まで立たない。前年並みの  
コマ数を確保できる保証はまったくない。  
・中高年者の雇用について  
比較的高い講師料を取っている割には評判がよくない講師が消え，かわ  
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りに二十代の講師が目立つようになってきている。「同じくらいの実力な   
ら，若いほうが講師料も安く，生徒と年代が近い分，人気もあるので，若   
返りを図ろうというわけだ。要するに，合理化を図って，より効率的に生   
徒のニーズに応えようということだ。」  
・給与について  
経営が順調な予備校でも，18才人口の減少に対処するため，リストラや   
講師料の引き下げを行っている。経営の悪化した他の予備校から講師が引   
き抜かれる恐れがなくなったため，予備校は給与面で強気の策を打つこと   
ができる。   
・授業評価について  
予備校でほ毎時間職員が出席人数を数えにくるどころか，監視カメラで   
出席人数や授業の様子をモニターしている。出席率の低下はただちに給与   
の査定の対象になる。「それ（生徒の力がつくこと）以上にプレッシャー   
になっているのは，予備校で生徒を邪険にするとすぐに出席率が下がると   
いうことだ。」  
・学生アンケートについて  
報酬が上がるかどうか，リストラにあわないかどうかは，ほぼ生徒のア   
ンケート結果による。「とはいえ，生徒にアンケートをとるという方法に，   
我々講師が完全に納得しているかというと，そうではない。生徒に講師を   
判断できる力があるかどうか，実はかなりあやしいところがある。もちろ   
ん，あまりにやる気がなかったり，極端に実力がなかったりしたら，生徒   
はすぐに見抜く。（……）しかし，生徒は『見てくれ』『口のうまさ』『自   
慢話』に惑わされやすいのも事実なのだ。（……）アンケートを重視する   
と，必然的に，『地味で優れた授業』よりも，生徒たちを笑わせ，ダジャ   
レを連発し，脱線の多い講師のほうが，評価が高いことになる。」   
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こうした状況が「プロ」の教貞の待遇としてふさわしいと野田は考えるのだ  
ろうか。「要するに，予備校の講師は『使い捨て』にされている。必要とされ  
るあいだは，仕事を次々とまかされる。だが，必要がなくなると，すぐに捨て  
られる」という事態が学問に何をもたらすのか，教育者・研究者にとって魅力  
的な職場を提供できるのか，「熱意ある教師と熱気のこもった授業」といった  
理想化・単純化されたイメージを移入するだけで大学の授業が活性化するのか，  
野田は十分に考慮した上で大学数貞の予備校講師化に賛成しているのだろうか。  
「高等教育機関」である大学はこのような極端な事態には陥るまい，と考えて  
いるとすればそれは明らかな予備校差別である。   
ちなみに樋口が大学数貞の任期制に言及し，「現在，問題にされている大学  
教員の任期制が，予備校をモデルにしたものであって，悪い意味での大学の予  
備校化をもくろむものであるとすると，大きな問題がある」と反対を表明して  
いることも注目されてよい。なぜか。予備校であるか否かを問わず，受験勉強  
で習得させられるものは，あらかじめ決まった解答に向けての技術（テクニッ  
ク）でしかない。よく言われる「知のマニュアル化」がそれであるが，予備校  
の場合には「知のエンターテインメント化」が伴うと樋口は言う。そして，さ  
まざまなパフォーマンスを交えた，至れり尽せりのエンターテインメント授業  
に慣れた予備校経験者は，大学の授業にまでそれを期待し，多くの場合失望し  
てしまうと言うのである。   
「だが，予備校で扱うのは，難解で奥の深い，限りない学問のほんの戸口   
でしかないのだ。世の中には，答えの出ない難問が山ほどある。そうした問   
題を見つけてそれを探究するのが大学というところなのだ。ところが，それ   
がわからない。予備校での勉強が本当の学問だったという意識を持っている。   
そして，口を開けて餌を待つ赤ちゃん鳥のくように，学生たちは大学で教師が   
おもしろい考え方を敢えてくれるのを待っている。」  
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「熱意ある教師と熱気のこもった授業」といった理想化・単純化された予備  
校イメージの陰には，実は学生のこうした深刻な受動性があり，講師の側の救  
い難い生活不安がある。大学が予備校なみに「知のエンターテインメント化」  
を囲ったとしても，その結果学問が商品化されて形骸化し，任期制の本来の目  
的とは逆に若手研究者がいっそう減少しないという保証はない。野田の無責任  
な論に対する反論が長引いたが，彼もまた任期制賛成論に特有な精神論の一典  
型を示していたと言えるだろう。   
公立大学協会が指摘する任期制の問題点は，大学数貞を非常勤講師化するお  
それのほかは次の三点である。  
（2）研究者を大学など研究機関を行き来させることは，研究・教育条件が違  
いすぎるという現状の下では，実際上不可能ではないか。  
（3）とくに文系のように研究業績の優劣を明確にしにくい分野，教育効果の   
評価が困難な分野も多い。  
（4）任期制が労働法制上可能か，賃金体系を任期制に相応させることができ  
るのか。   
一方，全国公立短期大学協会の意見書は，構成員60大学の学長の賛否結果を  
掲載している点に特徴がある。   
賛成  22大学（うち，無条件賛成，2大学）   
反対  12大学   
慎重な検討を望む  6大学   
意見なし  18大学   
その他  2大学   
寄せられた多数の意見のうち，  
・短期大学の優秀な教員が四年制大学へ移動し，再任されなかった教員が短   
期大学に流入する傾向が強まるおそれがある。   
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・地方の短期大学の大学運営や教育を悪化させ，危機に陥る（ママ）可能性  
がある。   
など，大学・短大聞格差の進行と序列化をおそれる深刻な意見が目につくが，  
日本私立短期大学協会の「全面降伏」にも見られたように，不利な立場の短大  
の方が（少なくとも学長レベルでは）逆に積極的反村論を打ち出していないこ  
とが気にかかる。任期制の導入によっていっそうの不利をこうむることのない  
よう，大学審＝文部省に恭順の意を表しているのだとすれば，大学への憫喝と  
しての任期制の意味は，みごとに効を奏していると言わなければならない。  
Ⅳ 任期制と日本型システムの問題  
日本型システム全体が揺らいでいると指摘されている現在，大学だけが批判  
と変革の動きから漏れるどころか，大学こそが旧来型システムの象徴と見なさ  
れているふしがある。大学こそが「学問の独立」と「自治」という錦の御旗に  
守られて，旧態依然たる姿のままに放置されてきたと判断されているからであ  
り，その意味では，大学のレゾンデートルそのものに比例して改革への抵抗が  
強いと考えられているからである。どのような学問であれ，いかに変化に乏し  
く，社会の要求に応えず，「役に立たない」学問であれ，存在意義があると考  
えるのは「学問の独立」という観点からすれば当然であろう。しかしすでに見  
たように，大学審はそれとは反する論理を展開していた。「大学運営の円滑化  
について」の答申（95年9月18日付け）を，もう一度引用してみよう。   
「以上のような特質を持つ大学の組織や運営の在り方について，現状では，   
閉鎖的・硬直的である，意思決定や責任の主体が明らかでない，伝統的な大   
学の自治に閉じこもりがちである，変化への対応が遅い，などの批判が寄せ   
られている。（……）大学が社会から寄せられている期待に適切にこたえて   
いくためには，各大学において大学という組織の特質を踏まえつつ，一層積  
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極的な取組を行う必要がある。」   
これは大学の組織や運営のあり方に関する批判的記述であるが，任期制の導  
入にも充分に通用する論旨である。すなわち，「学問の独立」に対して「社会  
から寄せられている期待」を，換言すれば社会のニーズを対置するという姿勢  
である（もちろん，「役に立つ」学問分野であっても，「学生から寄せられてい  
る期待」に応えない授業は淘汰されようとしている。「教育評価」の重視とい  
う姿勢がそれであって，「学生のこ－ズ」は「社会のニーズ」とワンセットに  
なって大学に揺さぶりをかけようとしているのである）。   
産業構造の変動に伴って，産業界がリストラクチャリング（いわゆるリスト  
ラだけではない）に取り組まねければならないのは当然のことであろう。かつ  
てはエネルギー産業の花形であった石炭業界が斜陽化したことも，「重厚長  
大」型の基幹産業が国際的「水平分業」の流れのなかで長期的凋落傾向を見せ  
ていることも，これまで護送船団方式で守られてきた金融業界が再編成を迫ら  
れていることも，いずれもそれなりの必然性を有している。しかし，産業構造  
の変動が必然的に大学の変化を招来するという論は成り立たない。大学が変化  
する必要がないからではなく，大学の変革が産業構造の変動に従属する根拠が  
存在しないからである。ところが大学は，終戦直後からそのような扱いを受け  
てきている。本拙論は中教審，臨教審からスタートしたが，ここで歴史をもう  
少し遡る必要がある。   
熊谷一乗は『学制改革の社会学』において，戦後，財界が教育に対する関心  
をそれまで以上に強めなければならなかった理由として，次の三点を挙げてい  
る。（3）  
（1）もともと自然資源が乏しいのに敗戦で朝鮮半島，台湾，中国大陸などに   
持っていた山切の権益のほかに，樺太，千島など領土の一部まで失ったこ  
と。   
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（2）労働者保護の措置がとられ，労働者の使用に多くの制限が課され，労働  
者の権利要求が強くなったこと。  
（3）独占化を抑制する措置がとられ，企業間の競争が激しくなったこと。   
そしてもう－一点，戦後の財界が（おそらくは太平洋戦争敗北の教訓もあっ  
て）「人的資源」の重要さに気付いたということも，大きなファクターであっ  
ただろう。  
「不利な経営環境を蒐服し企業を成功に導くものは技術であり智略である。   
つまり人的能力，人材が企業を成功させ，日本経済を全体として発展させる   
基本的な要素として，一層重要性をましてきたのである。戦後わが国の経済   
は，ますます人の要素に依存する度合が強まったわけであり，財界としては   
それだけ教育に大きな期待をかけ，積極的に関与せざるを得ないことになっ   
たのである。」   
こうした観点から（そして政府与党にたいする影響力の増大と相まって），  
財界は戟後ただちに教育への提言を開始した。戦後初めて本格的な六・三制の  
見直しを行い，その改革を提言した政令改正諮問委員会（吉田首相の私的諮問  
機関）の委員八人のうち，四人が財界関係者であったことに注目しなければな  
らないと熊谷は言う。また，政令改正諮問委貝会の「教育制度の改革に関する  
答申」は，「わが国の実情に即しない画一的な教育制度を改め，実際社会の要  
求に応じうる弾力性をもった教育制度を確立すること」としているが，この点  
に関しても熊谷はこう述べている。  
「これが財界の要求を反映したものであることはいうまでもなかろう。   
『実際社会の要刺 は，この場合，すなわち産業界の要求であり，財界の   
要求と受けとめても誤りではない。」   
産業界・財界がこの時点からすでに，おのれの要求を「実際社会の要求」の  
名目で提出していたという認識は決定的なものである。言いかえれば，産業  
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界・財界は，固有のニーズを社会のニーズと強弁するレトリックを戦後ただち  
に獲得していたということである。その意味で，先に引用し直した「大学運営  
の円滑化について」の答申（95年9月18日付け）における，「大学が社会から  
寄せられている期待に適切にこたえていくために」という文言は，「大学が産  
業界・財界から寄せられている期待に適切にこたえていくために」と読みかえ  
ることもできるのである。   
こうした観点から言えば，任期制とは「大学が社会から寄せられている期待  
に適切にこたえていく」ことができなくなったとき，大学に対して振りかざさ  
れてきた洞喝の刃である。任期制導入反対論者の寺崎昌男・立大数授（前出）  
は，任期制の報道があって最初に朝日新聞から意見を求められたとき，「また  
か」という感想を持ったと述べている。（4）敗戟直後に「無能教授学園追放」が  
学生運動の合言葉だった次期があり，大学紛争の直後には佐藤首相が「大学教  
授は今後すべからく契約制を実施すべきだ」と発言したこともある。その後，  
われわれも見てきたように，中教審，臨教審，大学審と引き続き任期制は議論  
の対象となってきた。   
「要するに，日本の大学史をふりかえって見ると，大学に何か問題がある   
と最後に出てくるのが教員身分の問題で，それを代表する話題が任期制や契   
約制だと思います。またかというふうに思ったのはそのためです。」   
ところが，今回は関係法制の改正を関係の諸官庁がやるというところまで踏  
み込んでいる点が，従来と構えの違うところだと寺崎は言う。また折も折，大  
学が揺れきっている状況に任期制の話題が出てきて，マスコミも大きく取り上  
げている。   
「っまり社会的反響という点では格段の違いをもって，今日の任期制が出   
てきたと思います。ですから，『またか』という思いと，『今度は相当大きい   
な』という両方の思いがいたしました。」  
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ではなぜ「今度は相当大きい」のだろうか。言葉をかえれば，なぜ今度こそ  
大学審は本気になって任期制を導入させようとしたのだろうか。   
すでに任期制導入も法制化されたあとの98年7月，大学審の中間報告提出を  
受けた朝日新聞7月11日付け解説欄には，次のようなコメントが読まれる。  
「大学審議会の中間報告には，『もう大学には任せておけない』という強   
い意思が表れている。  
臨時教育審議会の提言によって発足してから約十一年；大学審は運用面で   
の改善と意識改革を求める提言を続け，大学の自主的改革を促してきた。し   
かし，改革は思うように進まない。そこで，制度変更によるいや応なしの改   
革を求めたのが中間報告の内容だ。」   
もはや任期制とは直接関係のない事柄ではあるが，大学審の激しい苛立ちを  
示唆する解説報道である。大学審はなぜこれだけ苛立っているのか。その苛立  
ちは何を反映したものなのか。その間いに答えることが，ひいては，なぜ今度  
こそ大学審は本気になって任期制を導入させようとしたのか，の聞いに答える  
ことにつながるだろうし，それはまた，本章の冒頭で提起した，大学と日本型  
システムの問題に答えることにもなるだろう。   
日本型システムの問題（時間の制約上，本論考ではそのごく一部しか取り上  
げることはできないのだが）を論じるに当っては，その転換の時期に着目しな  
ければならない。公文俊平は日本の近代化の歴史を，次の三つに区分してい  
る。（5）  
（1）幕末から第一次世界大戦頃までの期間にわたり，西欧先進諸国の文物の   
一方的な受容に重点が置かれた「西欧化」の段階。  
（2）1910年代の後半から70年代の半ば頃までの期間にわたり，近代日本の社   
会システムが，一方において産業化の新たな段階に自らを適合させていく  
と同時に，自国の文化伝統とも習合した日本型のシステムの進化を成し遂  
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げた「日本化」段階。  
（3）70年代の半ば頃に始まる，情報産業化段階，産業化の21世紀システムと  
しての第三段階   
とくに第三段階については多くの補足が必要であろうが，公文の説くところ  
を大ざっばに掬い上げるとすれば，現代とは   
産業化の第三段階＝情報産業化段階   
近代化の第三局面＝情報社会化局面  
の両局面が同時並行的に進行している時代なのであって，この新たな経済発展  
の中核をなす地域は，北アメリカを中心とする「情報革命」の進展と，東アジ  
アを中心とする産業化への離陸が同時に見られるアジア太平洋地域なのである。   
公文の近代化区分の問題点について詳しく論じるのは控えておこう。ただ，  
第三段階の開始時期に当る「70年代の半ば頃」に，日本で何が起こったか（そ  
れに公文は言及していないが）はぜひ補足しておかなければならない。それは  
言うまでもなく「通貨危機」と「石油危機（石油ショック）」である。これら  
を境に，日本経済は「高成長」から「中成長」へと移行していったのであるが，  
この移行はただ経済成長の数量的な変化だけを物語るのではない。   
正村公宏『日本経済』によれば，戦後の日本は，労働集約産業（繊維産業を  
はじめとする）の市場を先発工業諸国から奪い，「中進国型」の産業（造船業，  
鉄鋼業など）を発展させることに成功してきた。ところが70年代以降，日本の  
経済成長そのものが東アジア，東南アジアの経済成長を刺激することになる。  
日本は一貫して世界経済の構造変動を加速し，先発工業諸国に対して産業構造  
変動を外側から強制する役割を果たしてきたのだが，これを70年代以降は，ア  
ジア諸国が演じるようになるのである。その結果，日本経済がどのような影響  
をこうむるのかと言えば，ある面では，近隣諸国の経済発展は日本の多くの産  
業にとって厳しい競争関係の発展を意味するが，一部の産業にとっては持続的  
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な市場拡大を意味する。なぜなら，アジア諸国から日本への工業製品の輸入が  
増加すると同時に，日本からアジア諸国への資本財機械や中間製品の輸出も増  
加しているからである。そうした意味でアジア諸国の経済成長に伴う国際分業  
の再編成，すなわち産業構造変動は不可避であると正村は指摘している。   
こうした状況において，日本が「労働集約型産業」から「知識集約型産業」  
へと主軸を転換させてゆかなければならないのは必定であろう。臨教審の最終  
答申を思い返せば，その「はじめに」で述べられていることは，三つのキー  
ワードを用いて言い直せば，「国際化」「情報化」「成熟化」の時代に向かって  
いるという「大きな文明史的な転換期」における教育改革の必要性の訴えで  
あった。そして「成熟化」について答申は，「我が国は，明治以来の追い付き  
型近代化の時代を終えて，先進工業国として成長から成熟の段階に入りつつあ  
る」述べ，その具体的な現われは以下のことであると指摘する。つまり生活文  
化面においては，「物の豊かさから心の豊かさへ，量の豊かさから質の豊かさ  
へ，ハード重視からソフト重視へ，画一・均一から多様性・選択の自由の拡大  
などの方向へと向かっていること」であり，産業経済面では「経済の情報化，  
ソフト化，サービス化の傾向が急速に進展し，産業構造，就業構造は大きな変  
化を遂げつつある」ということである。   
こうした認識は，今まで述べてきたように，70年代半ばからの日本社会の共  
通した認識であったことだろう。しかしそれへの対応はどうであったかと言え  
ば，現副大統領ゴアを中心としたアメリカの情報戦略（いわゆる「情報ハイ  
ウェイ計画」）に日本は完全に後れを取り，世界戦略の脆弱さを露呈させた。  
しかも今後の展望も決して明るいものではありえない。たとえば正村は次のよ  
うな，ほとんど悲観的な展望を語っている。   
「80年代から90年代にかけて，これまで多くの主導産業は内外両方の市場   
で成熟段階を迎えたが，それらの主導産業に代わってこれからの日本の経済  
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成長をささえると期待することができる新しい主導産業は見えていない。  
情報技術は多くの産業を急速に変化させつつあるが，それ自身がこれまで   
の主導産業に代わって大量の就業機会を創出する効果をもつことは期待され   
ていなし㌔（6）」   
こうした見解には多くの反論もあろうが，日本がもはや新たな「知識集約型  
産業」を生み出し，世界戦略をリードしてゆくだけのシステムを持たないとい  
う悲観論には根強いものがあると言わざるをえない。その一つの先駆的象徴が  
バブル経済の崩壊である。この尽きざる研究テーマについては，日本型システ  
ムの問題点とからめてだけ，簡単に触れておくことにしよう。   
宮崎義一によれば，転換期以前の，高度成長経済下の日本型システムは次の  
ような特徴を持っていた。（7）  
（1）国内において，ほぼフルセットの内部成長型産業構造が確立。しかも巨  
大企業集団がそれぞれの系列の内部において，ほぼワンセットずつ包摂。  
（2）下請け関係，終身雇用制，年功序列，企業別組合などの雇用慣行が支  
配するタテ社会。再販売価格維持制度，建値制，談合等の取引慣行。賃金  
決定における業種別ベア方式。  
（3）護送船団方式に見られるような官主導の行政指導，大店法などの規制。   
以上のような「国民経済」の日本型形態を開発し実現することによって，日  
本経済は高度成長し，明治維新以来の国家目標である先進国型「国民経済」を  
達成したのだと宮崎は言う。   
ところが，このような「国民経済」はやがて崩壊を余儀なくされてゆく。す  
なわち，  
（1）フルセット産業構造の崩壊（トランスナショナルな経済圏における水平  
的分業への移行）と，各企業集団内部のワンセット系列支配の崩壊。  
（2）急激な円高・ドル安（85年9月のプラザ合意以降）によるドル建て労務  
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コストの急上昇と，それに伴う生産拠点の大規模な海外への移動，下請け  
関係の崩壊，産業空洞化。  
などの要因による，日本型システムの崩壊である。（8）   
以上二つの経済的枠組を宮崎に従って対比すると，次のように図式化するこ  
とができる。  
国民経済   トランスナショナル経済   
産  業  国内フルセット自給型  広域水平分業   
市  場  国内管理価格   価格破壊   
ガバナンス  官主導（護送船団方式）  規制緩和，行革  
「国内フルセット自給型」から「広域水平分業」への産業構造の転換は，す  
でにバブル以前に指摘されていたが，イ価格破壊」や「規制緩和」「行革」は明  
らかにバブル崩壊以降の，90年代後半の今日的なトピックである。一見したと  
ころこれらのトピックは，官僚主導型システムの弱体化，すなわちカルル・  
ヴァン・ヴオルフレンが日本型システムの諸悪の根源と見なす「官僚独裁主  
義」の崩壊を物語っているようにも思われよう。確かに90年代になって，大蔵  
官僚や厚生官僚の相次ぐ不祥事により，官主導型のシステムは大幅な見直しを  
迫られ，官僚バッシングはとどまるところを知らぬかのように思われる。とこ  
ろが教育分野に限って言えば，（とりわけ大学の）教員こそがバッシングを受  
け，官僚（文部官僚）からの締めつけは逆に強まってきたかのようである。   
しかしこのパラドックスを解くのはさほど困難なことではない。日本型シス  
テムの問題点を指摘する（「リベラル」な）論者であれ，こと教育に関して批  
判の矛先は決して甘くはないのである。たとえば先に引用した正村の言。  
「日本の学校教育は，人間としての総合的能力を引き出して育てることで  
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はなく，知識を大量に詰め込ませることに最大のエネルギーを注いでいる。   
（……）現実がつきつける問題を発見することも，それにたいする適切な解   
答をみつけることも，容易なことではない。すぐには確定的な解答がえられ   
ないかもしれないし，解答はたったひとつでないかもしれない。現代の日本   
の学校数育はそういうことを子供たちに気づかせることを目標にしていない。   
問題発見能力と問題解決能力を高めることこそが課題であるのに，そうした   
能力をかえって低下させる教育がおこなわれているのである。（9）」   
あるいはまた公文の言。   
「かつては成功の原因として長所とみなされていたのが，今では成功の結   
果短所に転化したといわなければならない要因もあるだろう。たとえば日本   
の教育制度は，20世紀の産業社会，とりわけそれへの『追いつき』過程に適   
した，平均して均質かつ良質な労働力の養成には，きわめてすぐれていた。   
だが逆に，平均値から大きく離れた優秀な人材の発掘や育成には，不向きな   
制度であった（…… ）。このような制度や社会システムは，追いつきの時代   
には適合していても，前人未踏の新しい突破がさまざまな分野で必要とされ   
ている時代には，はなはだ不向きである。仕切」   
戦後教育はそもそも無価値だったのではなくシステム転換に伴って無価値  
（ないしは有害）となったのであり，日本が必死になってシステム変革を試み  
ているときに，教育界が依然として「ぬるま湯」に浸かったままでいることは  
許されないことなのである。大学設置基準の大綱化によって，すでに大学には  
大幅な「規制緩和」が果たされたが，言うまでもなく，規制緩和というアメは  
競争原理の導入というムチと一体でなければ意味を持たない。つまりは，（大  
学）倒産，（大学数貞）解雇という可能性を秘めたムチである。国庫助成金を  
楯にした大学（私学）干渉がいっそう強まる気配を見せていることからもわか  
るように，18才人口の激減に伴う経営不安は，国家の側にしてみればトップダ  
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ウン的な大学「改革」の絶好の機会でもあったわけである。  
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最後にもう一点補足しておこう。筆者は冒頭に次のように書いた。「国立大  
学の民営化に関しては，これからの学問として緊急な重要性を持つ理工系の学  
問は国費で（従来どおり国立のままで）保護育成するべきであり，そうした緊  
急性を持たない人文社会系の学問・学部だけを民営化に移行させるべき，とい  
うのがその基本コンセプトなのであり，他方，任期制に関しても，発想そのも  
のが理工学系であることが容易に指摘できるだろう。国立大学の民営化も任期  
制も，理工系重視の国策という背景を共有しているのである」。   
産業界の立場から「産業界は教員流動化を望む」を書いた，佐藤純一（東京  
大学客員教授，元昭和電工技術部主幹）の任期制賛成論仕方に基づき，以上の  
主張を裏付けてみよう。社団法人・日本経済調査協議会は93年12月に「調査専  
門委貞会」を発足させ，「理工系大学教育の抜本的充実に向けて【創造的人  
材育成強化のために」をテーマに調査研究を行い，95年6月に任期制提言を含  
めた報告書を発表した。佐藤はその委員会のメンバーである。   
佐藤はまず，「調査専門委貞会」の対象範囲をなぜ理工系部門に絞ったかの  
理由を述べているが，その説明は抽象的で要を得ない。彼の主張の要点は，煎  
じ詰めれば「国家や社会が発展的に存続するためには，まず人々が生を営むた  
めの物質的基盤を確立することが不可欠である」こと，「今後ともわが国が産  
業の活力を維持し，経済力をもって地球環境問題への貢献を実現するには，有  
形無形の知的財産の創出とこれに基づく競争力のある産業活動が不可欠であ  
る」こと，そしてそのためには「理工系大学における創造的人材教育の抜本的  
強化が必要」だということである。またこうした視点からすれば，佐藤の理工  
系大学教育に関する基本認識として，「国際競争力」「市場原理」「競争原理」  
「市場競争」等の語彙が頻発するのは驚くに足りない。   
問題の任期制に関しては，佐藤は「調査専門委貞会」の提言のなかから次の  
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文言を引用する。   
「流れなきところに淀みが生じるのは自然の理であり，自由な発想が固定   
的・画一的な社会から生まれることは望むべくもない。しかも固定的な環境   
が行き過ぎた安定志向に結びつき，自由で競争的な雰囲気が国際的にみても   
著しく少ないことは，独自性と創造性を最も尊ぶべき高等教育の場としてき   
わめて憂慮すべきであると言わなければならない。」   
上記の引用を掲げたあと，佐藤は「委員会のメンバーの半数は産業界のトッ  
プが占めて」いることを明言し，「産業界の強い意識として」市場原理・競争  
原理の導入が求められていることを指摘し，そして産業界も規制緩和の痛みを  
自ら味わっているのだから，大学もまた社会の意見に耳を傾ける「素直さと寛  
やかさ」を持つべきであろうと主張する。佐藤にとって，大学に新たな期待が  
かけられるのは「当然のこと」であり，同委員会が，大学が他大学や社会に対  
して開かれている必要ありとするのは「ごく自然の考え方」なのである。   
佐藤の視点は，あくまでも産業界の立場に立った，理系的発想に基づく，理  
工系大学を対象とした任期制導入論であるが，以上のような理系的発想を大学  
全体に普遍化するのが任期制である。筆者は拙論仕勿において，産業界からの  
要請と，臨教審以来の教育改革の凍れが合流したものの一つが，95年11月15日  
に制定された「科学技術基本法」であり，具体的政策として策定された「科学  
技術基本計画」（96年7月2日，公表）であったことを指摘した。後者の「は  
じめに」において描写された現状認識を，再び引用しておく。   
「我が国は，グローバル化 ボーダレス化と国際的な経済競争の激化 史   
上例を見ない速度で進行している人口の高齢化等により，産業の空洞化，社   
会の括力の喪失，生活水準の低下等の危機的事態に直面することになるので   
はないかと強く懸念されている。また，我が国国民を含む人類の未来には，   
地球環境問題，食糧問題，エネルギー・資源問題等地球規模の諸問題が大き  
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く立ちはだかっている。」   
また，日本の科学技術の現状を見ると，研究開発投資は1992年度から3年連  
続して減少し，政府研究開発投資の対GDP比率も欧米主要国を下回って，研究  
開発システムについても，「これまで我が国の発展を支えてきた様々な要素が，  
社会，経済，国際環境等の変化により，研究開発を推進する上で，柔軟性や競  
争性が低く，組織の壁を越えた連携・交流等が十分に行えないなど制約として  
顕在化している面がある」と指摘されている。   
このような現状に対応する施策として列挙されている主なものを再録してお  
く。   
まず（1）「創造的な研究開発活動の展開のための研究開発システムの構築」と  
しては，  
・研究者の流動化を促進させるための任期制の導入  
・競争的な環境の下で提供される研究資金・重点的資金による研究開発活動の   
活性化  
・学長や所長等の裁量で重点配分できる研究資金の拡充，学長や所長等の指導   
力の発揮を可能とする械動的な組織運営。  
（2）「各セクター間，地域間及び国際間の連携・交流のシステムの構築」とし   
ては，  
・国の研究者が民間においても研究・指導等の活動に円滑に従事することがで   
きる等の，制度・運用の改善  
・国の投資による研究成果に関する特許権等の取り扱いの改善  
・産官学の連携・交流の促進  
（3）「厳正な評価の実施」としては，  
・厳正な評価を実施しうる適切な評価の仕組みの整備  
・評価のための基準等の充実，整備  
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・外部有識者の意見の聴取等による評価の導入   
断わるまでもないことだが，これはすべて「科学技術基本計画」の骨子であ  
る。ところが，その後の大学審の方向性は，’科学技術政策を大学政策に全面的  
に移行させることにあった。たとえば，任期制のもとでのプロジェクト研究の  
有効性は肯定するところだが，その発想はやはり理系的である。理系には一般  
に若い頭脳が大事だと言われているように（とくに数学，物理学など），助教  
授・講師・助手のみならず教授をも対象としなければ任期制導入の意味は半減  
するであろうが，その発想もやはり理系的である。結局，任期制に関しては，  
理系的発想が一人歩きを始め，ついには大学全体を縛ることになったのである。   
大学審については，浜林正夫・八千代国際大学教授が興味深い指摘を行って  
いる（1頚。つまり，日本の今のやり方は，審議会という政府の諮問機関を政策実  
効の隠れ蓑とし，まず審議会に言わせておいて政府が取り入れていくという構  
図になっているというのである。そしてさらに興味深い証言。   
「どうも大学審議会の委貞になられるとお考えが変わる方があるようで，   
名前を挙げて申しわけないんですけれども，組織運営部会の部会長は有馬先   
生（有馬朗人・元東大学長）ですが，大学審議会に入る以前は日本の研究者   
は貧乏な中で大変よくやっているというふうにおっしゃっていたんですけれ   
ども，大学審議会の答申を見ますと，日本の研究教育は停滞しているという   
ご発言になっているので，どうもそのへんのところは文部省のコントロール   
といいますか，息がかかっているように思います。」   
このような変貌が何に由来するのか筆者にはわからないが，いかにもありそ  
うなことだと思う。大学審委員といった「高所」から発言できる立場にいる人  
ほど，大学を外から，上から眺める姿勢を獲得しようとするのであろう。しか  
し，大学を国家のレベルで論じることは必要だが，国家の論理を優先させ，国  
家の論理から大学を論じることは厳に戒めかナればなければならない（実は，  
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混迷を深める現在にあって，明瞭な「国家の論理」など存在せず，その模索が  
始まったばかりなのである。にもかかわらず「国家の論理」があるかに見える  
のは，たんに「国家利益」がその肩代りをしているからにすぎない）。   
97年6月に大学数貞の任期制法案は成立した。あたかもこれで一件落着であ  
るかのように，ジャーナリズムの扱いは小さいものであった。大学が独自の論  
理で最後まで「世論」を味方につけることはできなかった証であろう。戦前・  
戦中の思想統制と「学問の独立」への揉踊を経て，学問研究を支える大学だけ  
は国家権力からの「聖域」として残す国民的なコンセンサスがかつては存在し  
たはずである。しかしそのコンセンサスは，「国家の危機」意識が煽り立てら  
れるなかで，死滅しないまでもきわめて衰微してしまった感がある。システム  
転換の時期を逸したことが現在の「危機」を招いたのだとすれば，実は「国家  
の危機」を，そして「日本型システムの危機」を慎重に検討することが大学の  
使命であるにもかかわらず，大学自体が危機に巻き込まれて自らを失い，他者  
の論理に振り回されている。「慎重さ」こそが「意思決定の迅速さ」に反する  
からである。産業界から見れば，大学は産業予備軍であり，まずその教官たる  
大学数貞に，流動化に村応できる意識を持たせなければならない。流動化が進  
まない社会にあって，大学教員にリスクを背負わせ，率先して流動化の対象と  
する任期制が導入された意味は，その点に尽きる。国家の論理とも産業界の論  
理とも異なった「大学の論理」は存在するのか。それを提出できない限り，  
「大学の危機」は続くと言わなければならない。   
注（1）村井資長F早稲田の杜は生きているJp．141．  
（2〉 樋口裕一『予備校はなぜおもしろい」第3章，第4章。  
（3）熊谷一乗『学制改革の社会学」p．172．  
（4）東京高等教育研究所編「大学改革双書」3（緊急シンポジウム大学改革と教員の「任期制」）  
p．25．  
（5）「世界の中の日本型経済システム」（浜口恵俊，編F世界のなかの日本型システムj所収）  
pp．92．  
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（6）正村公宏r日本経済j p．26．  
（7）宮崎義一Fポスト複合不況j pp．21．  
（8）同書p．32．  
（9）正村公宏r改革とは何かj p．68．   
㈹ 公文俊平，前掲論文p．108．   
山）「産業界は教員流劇化を望む」，月刊「論座」97年11月号所収  
（1勿 「大学間題を考える －F臨教審の時代jから大学設置基準の改訂ヘー」，早稲田大学商  
学部文化論集第12号所収   
咽 「大学審議会・財界の大学改革撞言 －F任期制j導入の背景－」，東京高等教育研究所   
編「大学改革双書」3（緊急シンポジウム 大学改革と教員の「任期制」）所収 なお，ユズ  
ラ・F・ヴオーゲルはFジャパン・アズ・ナンバーワンjのなかで，官僚の「お目付け役」とし  
ての審議会の性格を次のように記している。「各審議会の意向と省庁の意向はさして隔たりがな  
い。というのは，審議会に必要なデータを揃えるのは省庁であり，省庁としては，審議会から引  
き出したい結論についてかなりはっきりわかっている場合も多いので，その線に沿ったデータを   
選び，望ましい結論に導きそうな調査報告を提出することができるわけである。」（p．114）  
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